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【「神戸市住生活基本計画」より】

事業の位置づけ



第２次市営住宅マネジメント計画（平成２２年６月策定）

計画期間 平成２３〜３２年度（令和２年度）
長く使うための改修と再編 管理戸数の円滑な縮減 健全な市営住宅会計の確保

• 改修・再編（建替え・廃
止）をバランスよく行いま
す

• 耐震化率を１００％にしま
す

• できるだけ長く使うための
バリアフリー化、居住性向
上などの改修や福祉的な活
用を図ります

• 厳選した建替えを行い、新
たな借入れを少なくします。

• 余剰地を売却し、建替えや
改修の経費とします。

• 借上住宅の返還や管理運営
の効率化を図ります。

• 以上により、収支不足を解
消します。

• 老朽住宅は将来の必要性を
考え、再編(建替え・廃止)
をします

• 厚生年金住宅など、当初の
役割を終えた住宅を見直し
ます

• 以上により、現在（計画策
定時）の管理戸数５３,０
００ 戸から４６,０００ 戸
程度に縮減します。

基本方針



事業手法の基本的な考え方
市営桜の宮住宅は「建替え」に位置付け
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桜の宮周辺地区



市営桜の宮住宅の状況（平成21年度末時点）
北

建築年次
昭和44年〜47年（当時築40年）

管理戸数 2,299戸
入居戸数 1700戸（73.9％）

・入居世帯数が多いため、全廃止は
困難

・既入居戸数と今後の需要を踏まえ
て、集約建て替え・管理戸数縮減

単なる市営住宅の建替えではなく、
まちづくりの観点をふまえ、まちの
活性化や公民の良好な住宅ストック
の形成、住民の利便性の向上を図る



市営桜の宮住宅建替事業の概要（基本方針）



市営桜の宮住宅建替事業の概要（第１期）
北 １期事業

建替え事業
市営住宅建設

18棟→３棟
640戸→450戸（▲190戸）

既設住宅等の除却
18棟

公共施設の整備
道路 ２路線
公園 １か所

附帯事業
戸建て住宅建設 約100戸



市営住宅の整備計画（平成２９年１月）



平成30年12月 ２期事業者の選定
代表企業

株式会社長谷工コーポレーション関西
構成企業

株式会社市浦ハウジング＆プランニング大阪支店
株式会社長谷工コーポレーション大阪エンジアリング事業部
株式会社カノンアソシエイツ
パナソニックホームズ株式会社
積水ハウス株式会社神戸支店
株式会社北神地域振興
高山興産株式会社



市営桜の宮住宅建替事業の概要
北

建替え事業
市営住宅建設

42棟→８棟
1,659戸→800戸（▲859戸）

既設住宅等の除却
42棟

公共施設の整備
道路 ４路線
公園 １か所

附帯事業
戸建て住宅建設 約90戸
沿道利用（暮らし充実施設整備）

関連事業
保育・福祉施設整備

２期事業



現在の桜の宮地区の様子

（令和５年７月撮影）

駅前広場の整備 旧公社住宅の建替え

共用エレベータの整備（旧公社住宅） 共用エレベータの整備（市営住宅）



現在の桜の宮地区の様子

（令和５年７月撮影）

市営住宅の建替え 余剰地活用（戸建て分譲）

公園の再整備（泉橋公園） 公園の再整備（北山公園）



市営桜の宮住宅建替事業の進捗状況
北 １期事業 ⇒完了

２期事業 ⇒一部完了

市営住宅建設 ⇒建設中
既設住宅等の除却 ⇒一部済
公共施設の整備

道路 ４路線 ⇒一部済
公園 １か所 ⇒完了

戸建て住宅建設 ⇒未
沿道利用 ⇒一部済

保育・福祉施設整備
⇒一部済



公営住宅等整備事業
・主体附帯工事費
・測量設計費
・既設公営住宅等の除却費
・入居者の移転料
・事業年度 Ｈ２２〜３７年度
・事業費 289億円

地域居住機能
再生補助金

１３３億円

市債
１３７億円

１７億円

※再評価の対象
地域居住機能再生補助金
・事業年度 Ｈ２６〜３８年度

０.３億円
事業費の構成

１.３億円
０.１億円官民連携都市再生推進事業

都市構造再編集中支援事業

社会資本整備総合交付金

基金繰入金等



建替え事業基本方針で目指したもの
まちづくりの３つの目標像

１．若い人からお年寄りまで、いきいきと住めるまち
・子育て世代とお年寄りが支え合い、交流するふれあいのまち
・子育て世代の入居を促進し、子供たちの声があふれる活気あるまち
・お年寄りも、元気にいきいきと暮らすまち
・幹線道路沿道に生活利便を誘致するなど、にぎわいのあるまち

２．環境に配慮したゆとりとうるおいのあるまち
・道路や公園、広場などを整備し、ゆとりのある、自然あふれる魅力的なまち
・省エネや創エネ技術を積極的に取り入れ、環境負荷の低減に配慮したスマートタウン
・周辺の住宅景観と調和したうるおいのあるまち

３．誰もが安全・安心に暮らせるまち
・住宅から駅など利便施設までのバリアフリー化を図り、安全に暮らせるまち
・子育て世代やお年寄りを支援する施設を誘致し、安心して暮らせるまち

費用便益分析（B/C）と「３つの目標像」への貢献内容から総合的に評価



B
C ＝

B:便益
＝ 家賃収入 ＋ 駐車場収入 ＋ 残存価値

（耐用年数７０年）

C:費用
＝ 用地費 ＋ 建設費 ＋ 維持管理費 他

（ ≧０.８ ）

費用便益分析：基本的な考え方
平成２８年３月 国土交通省住宅局住宅総合整備課

公営住宅整備事業に係る新規事業採択時評価手法による

※社会的割引率は４％とする



費用便益分析：費用（C）の算定

・用地費（建て替え後敷地部分）
市場価格相当額
（固定資産税評価額÷０.７≒１.４倍）

・建設費
公営住宅建設費（駐車場整備費を含む）

・修繕費
公営住宅等長寿命化計画策定指針における
ライフサイクルコスト算定手法に基づく修繕費

・その他事業コスト
設計費

・将来修繕費
評価対象期間の年平均修費の合計

÷０.０４（２５年分に相当）

維
持
管
理
に
要
す
る
費
用

公
営
住
宅
（
集
会
所
等
を
除
く
）
の
整
備
と

※除却・廃棄費用、仮住居の借上げ費用、移転費用などは計上しない



費用便益分析：便益（B）の算定

・家賃収入
市場家賃相当額として公営住宅法に基づく近傍同種の

住宅の家賃

・駐車場収入
近傍同種の月極駐車場の利用料

・建物の残存価値
建設費の２割（耐火構造）

・用地の残存価値
評価時点の価格

※余剰地の売却益などは含まないものとする



÷

※ 金額はすべて社会的割引率４％として現在価値（基準年 R5）に換算

家賃収入 287億円

駐車場収入 16億円

便益合計 307億円

用地残存価値 2億円

便益
（Benefit）

費用便益分析：B/Cの算出

B／C ＝ 0.96 ≧ 0.8

用地費 36億円

建設費 211億円

費用合計 319億円

維持管理費 59億円

費用（Cost）

その他 13億円建物残存価値 ２億円



評価手法に定めのない貨幣価値

戸建て住宅分譲用地及び
沿道利用用地の想定売却益

約９．３億円

沿道利用用地の想定定期借地料

約１．７億円
（契約年数30年として）

計 約１１億円

将来活用予定地

※未契約分含む



「３つの目標像」に資する効果（貨幣価値換算が困難な効果）

目標像①③

目標像①

目標像①③

目標像①

目標像①②

目標像①

目標像①
目標像①

目標像①②

目標像①

目標像①③
民間戸建て住宅の整備

公園の再整備

バリアフリーな
公共動線の整備

コンビニの出店

複合施設整備

若年子育て世帯向け住宅

福祉施設整備
（関連事業）

地域共用
エレベーターの設置

公園の再整備

民間戸建住宅の整備
若年子育て世帯向け住宅

目標像②
CASBEE Hi S評価※

※CASBEE Hi：ヒートアイランド対策に関する建築環境総合性能評価システム（自主評価）



（令和５年９月撮影）

「３つの目標像」に資する効果（貨幣価値換算が困難な効果）

目標像①
広場で実施されたイベント



その他の貨幣価値換算が困難な効果

■第３次市営住宅マネジメント計画（R３〜R12）
大規模団地を再編することにより創出される跡地（余剰地）は、多様な住宅、

子育てや高齢者支援のための施設の導入等、地域の特性やニーズに対応した活用
を図る。

■桜の宮住宅
単なる市営住宅の建替えではなく、まちづくりの観点をふまえ、まちの活性化

や公民の良好な住宅ストックの形成、住民の利便性の向上を図る

まちづくりの観点を踏まえた事業方針を
次期マネジメント計画へと展開



総合的な評価

評価項目

B/C 0.96
（基準値：0.8以上）

評価手法に定めの
ない貨幣価値 余剰地売却・借地料 約１１億円

「３つの目標像」
への貢献

（貨幣価値換算が
困難な効果）

・バリアフリーな公共動線（通路・EV）
・戸建て分譲住宅の供給
・（市住）子育て世帯向け住戸の整備
・公園の再整備
・利便施設（コンビニ等）の整備
・福祉施設の整備
・地域コミュニティの活性化
・第３次市営住宅マネジメント計画方針への反映

結論：事業を継続する



R５年度 R６年度 R７年度

今後のスケジュール（事業完了までの工程）

R8.1事業完了（予定）

既存住宅解体 整地・道路等整備

戸建て分譲

市営住宅建設

沿道施設整備

沿道施設整備

B/Cの算出対象
建
替
え
事
業

附
帯
事
業


